
技術士CPD管理運営マニュアルの改訂 （1/5）

日本技術士会 CPD時間算定基準（注意事項）の改訂理由

形態項目 Ver1.2 Ver1.3 改訂理由

共通

1) 上限時間のある形態項
目に注意して記入する。
2) 活動実績が確認できる
参加票、受講証明書、議事
録、プログラム、学協会
誌、表彰状等を保管してお
く。

1) 上限時間のある形態項
目に注意して計上する。
2) 活動実績が確認できる
受講証、議事録、プログラ
ム、表彰状等を保管してお
く。

上限の注意事項につき「計上」とした。
参加票から受講証に名称が変更されたこ
とに伴い参加票、受講証明書を受講証で
代表させて表現した。学協会誌の保管(5
年間)は負担が大きいため削除した。

追加 → 5)講演・研修（100)は受講
確認ができるエビデンスが
あるものに限る。それ以外
は多様な自己学習（010)で
計上する。特に公共調達で
の使用を目的に技術士CPD
活動実績証明書等を発行す
る場合は受講証が必要。

形態項目の共通で「活動実績が確認でき
る参加票、受講証明書、議事録、プログ
ラム、学協会誌、表彰状等を保管してお
く。」と記述されているが、講演・研修
のエビデンスが明確でないため、講演・
研修の登録には受講確認ができるエビデ
ンスが必要であることを明確にした。

6)eラーニングは受講修了
証等により受講が確認でき
るものに限る。それ以外は
多様な自己学習(010)で計
上する。但し、日本技術士
会のPe-CPDに収録されてい
る講演録画の視聴はeラー
ニングとして認める。

6)eラーニングは受講修了
証等により受講が確認でき
るものに限る。それ以外は
多様な自己学習(010)で計
上する。但し、日本技術士
会のPe-CPDに収録されてい
る講演録画の視聴は講演内
容、所見の記入を条件にe
ラーニングとして認める。

講演録画の視聴は受講証が発行されない
ため、講演内容、所見の記入という条件
をつけて講演・研修として認めることと
した。

追加 → 8)2日以上連続して受講し
た場合は1日ごとに分けて
計上する。

複数日にまたがる講演・研修のCPD時間
の妥当性の判断が難しいため、1日ごと
に分けて計上することとした。

1)通年の活動として委員
会、小委員会、WG、部会等
別に記入できる。それぞれ
年度当たりの上限を10CPD
時間とし、年度末にまとめ
て記入する。

1)学協会活動(310)は、活
動日ごとに個別に計上する
ことを原則とするが、通年
の活動として委員会、小委
員会、WG、部会等別に上限
を10CPD時間として年度末
にまとめて計上できる。

活動日ごとの個別計上を原則とすること
を明記するとともに、多くの委員会等で
活動されている方に便宜を図る例外措置
として10CPD時間を上限として年度末に
まとめて計上できることを明確にした。
また、システムでは年度上限の30CPD時
間しかチェックできないため、個別計上
の上限はそれぞれの委員会によらず全体
で年度30CPD時間とする。

4)学協会の会誌購読(320)
は、年度毎にまとめて記入
できる。

4)学協会の会誌購読(320)
は、年度末にまとめて計上
できる。

年度当初にまとめて計上することを避け
るため、年度末にまとめて計上できるこ
とを明確にした。

4.論文
  ・報告文

追加 → 1)学術論文の口頭発表
(420)には論文集・論文名
を記入する。

技術発表会（口頭発表）と学術論文の口
頭発表（学協会主催）の違いを明確にす
るため、学術論文の口頭発表には論文
集・論文名を記入することとした。

1.講演・研修
2.組織内研修

3.学協会活動

その他、下記のとおり記載を改めた。
　①「記入する/記述する/明記する」の表現を「記入する」に統一。
　② 文中の形態項目に登録コードを付けて分かり易くする。　例：講演・研修(100)は…
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頁 Ver.1.2 Ver.1.3

3 CPD 時間算定基準（注意事項）の改訂 → 別紙

6

（図－２）技術士CPD活動実績の管理及び活用の仕組み の改訂

「過去 5ヶ年度分まで」は

CPD登録ではなく記載申請を指すため削除

変更届出書(案)   → 変更届出書

「③  CPD活動実績簿記載申請」

の文字        青色 → 赤色
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頁 Ver.1.2 Ver.1.3

6
～7

(1) 日本技術士会のCPD登録システム利用者
技術士CPDセンターは、日本技術士会のCPD

登録システムである Pe－CPD システムを使用し
て CPD 登録を行っている技術士に対して、毎年
度末にCPD活動実績を通知する。CPD 活動実績
を技術士 CPD 活動実績簿に記載を希望する技術
士は、日本技術士会のホームページの技術士CPD
活動実績簿記載申請の様式１（表－４）にCPDの
実績時間を記入して申請する。

～ 中略 ～
複数の技術部門保有者については、技術部門欄

に複数部門記入する。なお、それぞれの部門ごと
には CPD活動実績を求めない。

(1) 日本技術士会のCPD登録システム利用者
技術士CPDセンターは、日本技術士会のCPD

登録システムである Pe－CPD システムを使用し
て CPD 登録を行っている技術士に対して、毎年
度末にCPD活動実績を通知する。技術士CPD 活
動実績簿に CPD 活動実績の記載を希望する技術
士は、日本技術士会のホームページから「技術士
CPD 活動実績管理活用システム」を利用して
CPD活動実績の記載申請を行う。

～ 中略 ～
なお、複数の技術部門保有者について、それぞ

れの部門ごとには CPD活動実績を求めない。

7
～8

(2) 他学協会の CPD登録システム利用者
日本技術士会以外の CPD 登録関係学協会であ

る「技術士 CPD実施法人」にCPD登録を行って
いる技術士が、技術士CPD活動実績簿にCPD活
動実績の記載を希望する場合は、日本技術士会の
ホームページの技術士 CPD 活動実績記載申請の
様式２（表－５）に CPD の実績時間を記入して
申請する。

～ 中略 ～
複数の技術部門保有者については、技術部門欄に
複数部門記入する。なお、それぞれの部門ごとに
はCPD活動実績を求めない。

(2) 他学協会のCPD登録システム利用者
日本技術士会以外の CPD 登録関係学協会であ

る「技術士 CPD実施法人」にCPD登録を行って
いる技術士が、技術士CPD活動実績簿にCPD活
動実績の記載を希望する場合は、日本技術士会の
ホームページから「技術士 CPD 活動実績管理活
用システム」を利用して CPD 活動実績の記載申
請を行う。

～ 中略 ～
なお、複数の技術部門保有者について、それぞれ
の部門ごとにはCPD活動実績を求めない。

【改訂理由】
活動実績の記載について、書類郵送による申請がなくなり、オンライン申請のみとなったため。
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頁 Ver.1.2 Ver.1.3
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（表－15）手数料一覧 の改訂

【改訂理由】
申請手続きに係る実態調査の結果を踏まえ、2回目以降の記載申請手数料を 1,000 円とした。
（年度内で 1回の申請が基本であることから、表の欄外の注意書きとした。）
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頁 Ver.1.2 Ver.1.3
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２．手数料及び払込み証明書類の送付先
技術士 CPD 登録・証明書等の手数料は、次の

[1]、[2]のどちらかを、下記送付先/問合せ先」あ
てに送付すること。
[1]  必要金額分の、定額小為替証書（郵便局に

て購入，氏名等記入不要）
[2]  必要金額を、郵便振替又は銀行振込にて振

込み，その振込み控え又は写し
振込先は、下記のいずれかである。

手数料の振込先
      郵便振替口座
          口座番号 : 00130-5-581901

口座名義 : CPD日本技術士会
      銀行振込口座
        みずほ銀行 神谷町支店（普通）
          口座番号 : 1371616

口座名義 : (社)日本技術士会

送付先/問合せ先
〒105-0011 東京都港区芝公園 3-5-8 機械振興会館

公益社団法人日本技術士会技術士 CPDセンター担当

電話：03-3459-1331

２．手数料の払込み証明書類の提出
技術士 CPD 登録・証明書等の手数料は、必要

金額を下記「手数料の振込先（郵便振替口座又は
銀行振込口座）」へ振込み、その振込み控え又は写
しを提出する必要がある。
[1] Pe－CPD 登録（非会員）の手数料
振込み控え又は写しを下記「送付先/問合せ先」あ
てに送付する。
[2] CPD実績簿記載申請／技術士（CPD認定）
申請／技術士活動実績証明書
振込み控えの写しを PDF や画像ファイルとし、
「技術士 CPD 活動実績管理活用システム」の申
請画面に添付する。

手数料の振込先

郵便振替口座 銀行振込口座

口座番号 : 00130-5-581901

口座名義 : CPD 日本技術士会

みずほ銀行 神谷町支店（普通）

口座番号 : 1371616

口座名義 : (社)日本技術士会

送付先/問合せ先
〒105-0011 東京都港区芝公園 3-5-8 機械振興会館

公益社団法人日本技術士会 技術士 CPDセンター

電話：03-3459-1331

e-mail：cpd-shinsa@engineer.or.jp
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附記 に４．を追記

１．技術士CPD管理運営マニュアルは、…
２．技術士法施行規則の一部を改正する省令（令和 3年９月８日文部科学省令第 43 号）が…
３．2022 年 4 月 20 日付で技術士 CPD 管理運営マニュアル Ver.1.1 を改訂し技術士 CPD 管理運営
マニュアルVer.1.2 とする。

４．2023 年 5 月１0 日付で技術士 CPD 管理運営マニュアル Ver.1.2 を改訂し技術士 CPD 管理運営
マニュアルVer.1.3 とする。

【改訂理由】
16頁：振込信憑の提出を実態に合わせる。（定額小為替証書を使用しない等）
17頁：附記の追加。



Pe-CPD登録画面

受講証等の有無チェック欄の追加

「備考」欄と「APECエンジニア」欄の間に「エビデンス」チェック欄を追加する。

講演・研修の

エビデンス

講演・研修［100］で計上する場合は、エビデンスとして該当するものにチェックして下さい。

□ 受講証、受講証明書、修了証等

□ 参加者一覧、参加票、配布資料、招待メール、その他のエビデンス

□ 日本技術士会 Pe-CPDの講演録画の視聴（内容、所見を記入）

※ 上記に該当しない場合は、自己学習［010］で計上して下さい。

参考


